
【資産の部】 【負債の部】
現⾦及び預貯⾦ 407,846 保険契約準備⾦ 956,265

預貯⾦ 407,846 ⽀払備⾦ 134,851
有形固定資産 14,370 責任準備⾦ 821,413

建物 1,228 代理店借 80,950
⼯具器具備品 13,142 再保険借 581,053

無形固定資産 10,901 その他負債 137,599
ソフトウェア 10,901 未払法⼈税等 21,354

再保険貸 688,998 未払⾦ 1,778
その他資産 740,900 未払費⽤ 113,473

未収保険料 624,414 その他の負債 994
前払費⽤ 86,603 退職給付引当⾦ 11,242
その他の資産 29,883 役員退職慰労引当⾦ 10,275

供託⾦ 58,000
 負債の部合計 1,777,386
【純資産の部】

資本⾦ 298,267
資本剰余⾦ 240,860

   資本準備⾦ 238,267
 その他資本剰余⾦ 2,593
利益剰余⾦ △ 395,497
 その他利益剰余⾦ △ 395,497
  繰越利益剰余⾦ △ 395,497

株主資本 143,631
 純資産の部合計 143,631

 資産の部合計 1,921,017  負債及び純資産の部合計 1,921,017

第２２期 決算公告
SBIプリズム少額短期保険株式会社

貸 借 対 照 表

2024年3⽉31⽇現在

⾦   額科    ⽬⾦   額科    ⽬
  （単位：千円）



(単位：千円)
⾦額

経常収益 9,180,150
保険料等収⼊ 9,177,717
  保険料 5,195,008

再保険収⼊ 3,982,708
回収再保険⾦ 2,001,517
再保険⼿数料 1,856,856
再保険返戻⾦ 29,659
その他再保険収⼊ 94,675

資産運⽤収益 5
利息及び配当⾦等収⼊ 5

その他経常収益 2,427
9,194,216

保険⾦等⽀払⾦ 6,694,977
保険⾦等 2,501,896
解約返戻⾦等 37,074
再保険料 4,156,006

責任準備⾦等繰⼊額 194,285
⽀払備⾦繰⼊額 10,981
責任準備⾦繰⼊額 183,304

事業費 2,304,827
営業費及び⼀般管理費 2,291,307
税⾦ 7,876
減価償却費 5,644

その他経常費⽤ 125
14,065
5,545

固定資産売却益 5,545
8,520
19,231

法⼈税等合計 19,231
27,752

損 益 計 算 書

当期純損失

経 常 損 失

税引前当期純損失

経常費⽤

法⼈税及び住⺠税

科    ⽬

特 別 利 益

⾃ 2023年4⽉ 1⽇
⾄ 2024年3⽉31⽇



（単位：千円）

⾃ 2023年4⽉  1⽇
⾄ 2024年3⽉31⽇

株主資本等変動計算書

238,267 240,860 △367,745

その他資本
剰余⾦

2,593

当期変動額

△27,752 △27,752

171,383171,383当期⾸残⾼ 298,267 △367,745

△27,752当期純利益 △27,752

その他利益剰
余⾦

資本⾦ 資本剰余⾦
資本剰余
⾦合計 純資産合計

利益剰余⾦ 株主資本合
計

繰越利益剰余
⾦

株主資本

利益剰余⾦合
計

資本準備
⾦

143,631△395,497 143,631

△27,752△27,752 △27,752

△395,497240,860

△27,752当期変動額合計 - - --

2,593当期末残⾼ 298,267 238,267



【個別注記表】 
（重要な会計⽅針にかかる事項に関する注記） 

（１）固定資産の減価償却の⽅法 
①有形固定資産 

定率法によっております。ただし、2016年4⽉1⽇以降取得の建物については定額法によっております。 
なお、主な耐⽤年数は以下のとおりであります。 

          建物        15 年 
          ⼯具器具備品   4〜6 年 

ただし、取得価額 10 万円以上 20 万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によ
っております。 

②無形固定資産 
⾃社利⽤のソフトウェア 

社内における⾒込利⽤可能期間（5 年）に基づく定額法によっております。 
（２）引当⾦の計上⽅法 

①退職給付引当⾦ 
当期末における退職給付債務に基づき、期末において発⽣していると認められる額を計上し、退職給付

債務は、簡便法により、期末⾃⼰都合要⽀給額に基づいて計算しております。 
なお、当社は 2020 年 3 ⽉ 31 ⽇をもって退職制度を廃⽌しておりますが、廃⽌時における過去勤務に

係る部分を従業員の退職時に⽀給するため、「退職給付制度間の移⾏等の会計処理に関する実務上の
取扱い」（実務対応報告第 2 号）に基づき、引き続き「退職給付引当⾦」として計上しております。 

②役員退職慰労引当⾦ 
2019 年 3 ⽉ 31 ⽇をもって役員退職慰労⾦制度を廃⽌しておりますが、廃⽌時における要⽀給額に

係る部分を役員の退職時に⽀給するため、引き続き「役員退職慰労引当⾦」として計上しております。 
（３）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜⽅式によっております。ただし、営業費及び⼀般管理費等の費⽤は税込
⽅式によっております。 

（４）責任準備⾦の積⽴⽅法  
当期末において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険業法施⾏規則第 211 条の

46 に基づき、保険料及び責任準備⾦の算出⽅法書（保険業法第 272 条の 2 第 2 項第 4 号）に記
載された⽅法に従って計算し、責任準備⾦を積み⽴てております。 

なお、責任準備⾦については、保険業法第 121 条第１項及び保険業法施⾏規則第 211 条の 51
に基づき、毎決算期において責任準備⾦が適正に積み⽴てられているかどうかを、保険計理⼈が確認して
おります。 

責任準備⾦のうち異常危険準備⾦ については、保険業法施⾏規則第 211 条の 46 に基づき、保険
契約に基づく将来の債務を確実に履⾏するため、将来発⽣が⾒込まれる危険に備えて積み⽴てております。 

（５）保険料等収⼊に係る収益計上 
初回の保険料計上は、保険契約上の責任が開始する申し込みのうち、保険契約の成⽴に必要な保険
申込書および保険料の収納決済に必要な決済書類が到着したものについて、保険契約に基づく保険料
⾦額を計上しております。 

２回⽬以降の保険料は、保険料⽀払期⽇が到来しているものについて、保険契約に基づく⾦額を計上
しております。  

なお、計上した保険料のうち、当期末において未経過となっている期間に対応する部分については、保険
業法施⾏規則第 211 条の 46 に基づき、責任準備⾦に積み⽴てております。 

 



（６）保険⾦等⽀払⾦に係る費⽤計上 
保険⾦等⽀払⾦（再保険料を除く）は、保険約款に基づく⽀払事由が発⽣し、これに定める⾦額を

⽀払った契約について、当該⽀払⾦額により計上しております。 
なお、保険業法第 117 条及び保険業法施⾏規則第 211 条の 47 に基づき、当期末において⽀払
義務が発⽣したもの、または未だ⽀払事由の報告を受けていないものの⽀払事由が既に発⽣したと認めら
れるもののうち、それぞれ保険⾦等⽀払⾦として計上していないものについて、⽀払備⾦を積み⽴てておりま
す。再保険料は、再保険契約に基づく⽀払事由が当期に発⽣したものについて、これに定める⾦額により
計上しております。 

 
 
 
（貸借対照表に関する注記） 

       
(1) 

 
有形固定資産の減価償却累計額 

 （単位︓千円） 
5,827 

(2) 関係会社に対する⾦銭債権及び⾦銭債務  
 ⾦銭債権 500 
 ⾦銭債務 49,139 

   

(3) ⽀払備⾦の内訳  
 ⽀払備⾦（出再⽀払備⾦控除前） 674,258 
 同上に係る出再⽀払備⾦ 539,406 
 差引 134,851 
   

(4) 責任準備⾦の内訳  
 普通責任準備⾦（出再責任準備⾦控除前） 1,425,605 
 同上に係る出再責任準備⾦ 1,116,674 
 差引（①） 308,931 
 異常危険準備⾦（②） 512,481 
 計（①＋②） 821,413 
   
   

 
  



（損益計算書に関する注記） 
（単位︓千円） 

(1)  関係会社との取引⾼  
 営業取引以外の取引⾼ 113,824 
   

(2)  正味収⼊保険料の内訳  
 保険料、再保険返戻⾦及びその他再保険収⼊の合計 5,319,343 
 再保険料及び返戻⾦の合計額 4,193,081 
 差引 1,126,262 
   

(3)  正味⽀払保険⾦の内訳  
 保険⾦等 2,501,896 
 回収再保険⾦ 2,001,517 
 差引 500,379 
   

(4)  ⽀払備⾦繰⼊額（△は⽀払備⾦戻⼊額）の内訳  
 ⽀払備⾦繰⼊額（出再⽀払備⾦控除前） 54,906 
 同上に係る出再⽀払備⾦繰⼊額 43,924 
 差引 10,981 
   

(5)  責任準備⾦繰⼊額（△は責任準備⾦戻⼊額）の内訳  
 普通責任準備⾦繰⼊額（出再責任準備⾦控除前） 642,724 
 同上に係る出再責任準備⾦繰⼊額 490,368 
 差引（①） 152,355 
 異常危険準備⾦繰⼊額（②） 30,949 
 計（①＋②） 183,304 
   

(6)  利息及び配当⾦収⼊の内訳  
 預貯⾦受取利息 5 

 
 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発⾏済株式の種類及び総数に関する事項 
 当事業年度 

期⾸株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度 
期末株式数 

発⾏済株式     

普通株式 24,794株 －株 －株 24,794株 

 
  



（税効果会計に関する注記） 
（１）繰延税⾦資産及び繰延税⾦負債の発⽣の主な原因別の内訳 

                        

             繰延税⾦資産              (単位︓千円) 
異常危険準備⾦ 
普通責任準備⾦ 

143,289 
37,772 

IBNR備⾦ 2,511 
退職給付引当⾦ 3,143 
役員退職慰労引当⾦ 2,873 
⼀括償却資産 2,296 

  減損損失 4,249 
その他 940 
繰越⽋損⾦ 70,274 
繰延税⾦資産⼩計 267,351 
評価性引当額 (267,351) 
繰延税⾦資産合計 - 

 
（２）税務上の繰越⽋損⾦およびその繰延税⾦資産の繰越期限別の⾦額 

（単位︓千円） 
 1 年以

内 
1 年超 
2 年以

内 

2 年超 
3 年以

内 

3 年超 
4 年以

内 

4 年超 
5 年以

内 
5 年超 合計 

税務上の繰越⽋
損⾦(注） 

- - - - - 70,274 70,274 

評価性引当額 - - - - - 70,274 70,274 
繰延税⾦資産 - - - - - - - 
（注）税務上の繰越⽋損⾦は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 
 
（⾦融商品に関する注記） 

（１）⾦融商品の状況に関する事項 
①⾦融商品に対する取組⽅針 

当社は、資産運⽤については短期的な預⾦等に限定し、資⾦調達についてはグループ会社からの借⼊
による⽅針です。 

②⾦融商品の内容及びそのリスク 
当社が保有する⾦融資産は、主として預貯⾦であり、発⾏体の信⽤リスク、市場価格の変動リスクに晒

されておりません。 
③⾦融商品の時価等に関する事項についての補⾜説明 

⾦融商品の時価については該当ありません。 
（２）⾦融商品の時価等に関する事項 

「預貯⾦」、「再保険貸」、「未収保険料」及び「再保険借」は、短期間で決済するため、時価が帳簿価
額に近似することから注記を省略しております。また、供託⾦については、保険業法の規程に基づき供託し
ているものであり、その性質から注記を省略しております。 

 
 



 
 （関連当事者との取引） 

（１）関連当事者との取引状況 
①親会社 

性質 
会社等の

名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引⾦額 
（千円） 

科⽬ 
期末残⾼ 
（千円） 

親会社 
SBI ｲﾝｼｭｱ
ﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ
㈱ 

（被所有） 
間接 

100.00％ 

出向職員の受
⼊等 

受⼊出向社員
⼈件費等 

77,693 未払費⽤ 14,993 

事務所転貸借
契約 

敷⾦ 23,207 預託⾦ 27,218 

親会社 
SBI 少短
保険ﾎｰﾙﾃﾞ
ｲﾝｸﾞｽ㈱ 

（被所有） 
直接 

100.00％ 

出向職員の受
⼊等 

受⼊出向社員
⼈件費等 

26,861 未払費⽤ 6,230 

（注） 取引条件および取引条件の決定⽅針等 
1. 出向社員の⼈件費は、業務の実績等を勘案して交渉の上で決定しております。 
 

②兄弟会社等 

性質 
会社等の

名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引⾦額 
（千円） 

科⽬ 
期末残⾼ 
（千円） 

親会社の⼦
会社 

SBI いきい
き少額短
期保険㈱ 

― 
コールセンター外
部委託 

外部委託費 5,014 未払費⽤ － 

親会社の⼦
会社 

SBI ⽣命
保険㈱ 

― 出向者受⼊ 
受⼊出向社員
⼈件費 

3,422 未払費⽤ 350 

親会社の⼦
会社 

SBI ⽇本
少額短期
保険㈱ 

― 出向者受⼊ 
受⼊出向社員
⼈件費 

2,381 未払費⽤ 445 

親会社の⼦
会社 

SBI ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ･ｲﾉﾍﾞｰﾀｰ
㈱ 

― 
コールセンター外
部委託,出向者
受⼊ 

外部委託費,受
⼊出向社員⼈
件費 

41,033 未払費⽤   346 

（注） 取引条件および取引条件の決定⽅針等 
1. 出向社員の⼈件費は、業務の実績等を勘案して交渉の上で決定しております。 
2. 外部委託費については、当社の依頼内容に基づき、提⽰された⾦額を基礎として、交渉の上決定しております。 
 
（１株当たり情報） 

（１）１株当たり純資産額        5,792 円 97銭 
（２）１株当たり当期純損失           1,119 円 31銭 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

 該当ありません。 


